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１ さいたま市成長戦略推進の背景

急速に進む少子高齢化や人口減少などにより生産年齢人口の
減少が進み、近い将来、保健・医療・福祉などの行政サービス
に対する需要が増加し、財政構造の硬直化や一般財源の不足な
どを招き、市民の暮らしと市の財政運営に大きな影響を及ぼす
ことが懸念されます。

また、さいたま市では、昭和４０～５０年代から多くのイン
フラや学校、公共施設を整備しており、今後、建替えや大規模
な改修の時期を迎えます。耐用年数６０年で計算すると、今後

資料）国勢調査（Ｈ１７・Ｈ２２）、Ｈ２７以降は市による推計値。

備考）端数処理の関係や、Ｈ１７・２２年の総数には年齢「不詳」が含まれる
ことから、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

備考）高齢者福祉費
・福祉などに支出される費目である民生費のうち、老人福祉費及び介護保険費
を合計したもの。

・高齢者人口（６５歳以上人口）に比例するものとして試算。

１

４０年間で、約２兆７,８７０億円の建替え、改修の事業費が
必要との試算がでています。

そのため、出生率の向上や子育て世代の転入増を図り、でき
るだけ今の人口増のトレンドを維持し、人口減少のカーブを緩
やかにする必要があります。今後、さいたま市の人口が減少
し、経営資源が限られる状況のもと、中・長期的な収支見込を
念頭に置きながら、これからの５年、１０年を見据えて、さい
たま市のかじ取りをしていく必要があります。
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人口構成の変化と今後の見通し
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総人口・減少傾向へ
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歳入に占める市税の割合

一般会計歳入の推移

備考）Ｈ１７～２４は決算額、Ｈ２５は当初予算額
端数処理の関係で積み上げた値と合計値が一致しない場合がある。
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※市民所得は、市民の収入だけではなく、

企業の利益を含めたさいたま市の経済全体
の所得水準を示しています。
これをさいたまの人口で割ったものが１人
当たり市民所得で、個人の給与や実収入の
平均値を表したものではありません。
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３

今後４０年間に必要な将来コストシュミレーション
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・さいたま市には、建築後３０年以上経つ公共施設が多く、今後たくさんの施設
の更新や改修を行う時期がやってきます。

・今ある全ての施設を維持していくとすると、これからの４０年間は、１年当たり
２８３億円（現在の２．２倍）かかる計算 となりました。

（参考：さいたま市公共施設マネジメント計画パンフレット（平成24年7月））

※国の補助金などを除き、さいたま市が用意しなければならない経費を計算しています。

※



第一の矢：大胆な金融政策

第二の矢：機動的な財政政策

第三の矢：民間投資を喚起
する成長戦略

４
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２ 「国の成長戦略」

現在、国においては、日本経済の再生
に向けて、これまでとは次元の異なる政
策パッケージ、「３本の矢」を一体的に
推進することによって、長引く円高・デ
フレ不況から脱却し、雇用や所得の拡大
を目指しています。

そして、３本目の矢を、成長戦略、
「日本再興戦略－JAPAN is BACK－」と
して、成長実現に向けた具体的な取組を
しているところです。

他の指定都市における、“成長戦略”については、その目的や内容が様々となっており、一概に本市の成長戦略と他市との比較
をすることはできませんが、大都市として、あるいは産業都市などとして、持続的な発展・成長を目指すため、中長期的な視点か
ら取り組むべき各種施策を取りまとめたものとなっています。

また、取組分野についても産業の振興、次世代エネルギーの創造、企業誘致、シティプロモーションの推進、医療・健康・福祉
等、関連する分野が多岐にわたっています。

一方で、各指定都市の成長戦略に共通する視点は、雇用の創出や市民所得の向上などによる市内総生産、域内総生産（ＧＲＰ）
の上昇を目標とすることであり、地域の経済成長を促進するためのプランとなっていることがあげられます。

３ 「他の指定都市の成長戦略」

・企業・家計に定着したデフレマインド
を払拭

・２％の物価安定の目標を２年程度の
期間を念頭に置いてできるだけ 早期
に実現

・デフレ脱却をよりスムーズに実現す
るため、有効需要を創出

・持続的成長に貢献する分野に重点
を置き、成長戦略へ橋渡し

・民間需要を持続的に生み出し、経済
を力強い成長軌道に乗せていく

・投資によって生産性を高め、雇用や
報酬という果実を広く国民生活に浸透
させる

１０年間の平均で
・名目ＧＤＰ成長率３％程度

・実質ＧＤＰ成長率２％程度
の実現を目指します。

目標

３
本
の
矢



東日本の中枢都市として成長・発展
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市民・企業から選ばれる都市の実現

さいたま市が鉄道や道路の交通結節点として、また
経済，文化，情報など広域的機能を持つ首都圏の中
枢都市として、さらに北関東・東北地方や上信越地方
との連携の強化を図り、東日本の中枢都市として成
長・発展する。

４ 「さいたま市成長戦略」とは

５

今後、本市においては、人口減少・少子高齢化社会の到来や生産年齢人口の減少に伴う、経済規模の縮小が見込まれる中、「環境・エ
ネルギー問題」「経済のグローバル化の進行」「健全な財政運営の維持」などの喫緊の課題にも対応し、市民一人ひとりがしあわせを実
感でき、「市民や企業から選ばれる都市」へ成長させていくためには、本市の強みを活かしながら様々な取組を効果的に行うことが必要で
す。

そこで、まちの活力を失わずに地域経済を活性化し、都市の機能性・利便性を高め、都市イメージの向上を図るなど、本市が持続可能な
発展を遂げるため、今から総合的、戦略的に着手する必要があると考えられる施策を「さいたま市成長戦略」（以下、「成長戦略」とい
う。）として取り組んでいきます。

成長戦略は、７つのプロジェクトを設置し、既存または新規の取組に財源などの資本を集中させてスピーディーに推進していきます。

「さいたま市成長戦略」

≪７つのプロジェクト≫

推
進
方
針

①スピーディーな展開をしていくこと

②可能な限り民間活力、企業の力を活用しながら実施すること

③民間の経済活性化につなげていくこと
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６ 成長戦略の目標

６

５ 実施期間

成長戦略は、平成２５年度から当面４年間（平成２８年度まで）を目安に推進していきますが、東京オリンピッ
ク・パラリンピック大会が開催される平成３２年（２０２０年）を視野に入れながら、産学官といった様々な実施
主体による幅広い施策など、中長期的な時間軸で持続的に成長していくために必要となる施策も位置付けていま
す。

【市内総生産】
市内総生産（実質）成長率２％程度を目指します。

≪現状値≫ ０.８％ ≪目標値≫ ２％程度
（平成２２年度） （平成２５年度から３２年度の平均）

【生産年齢人口】
これからのさいたま市の活力を支える生産年齢人口を市の将来推計値より増やすことを目指します。

≪現状値≫ ７９.７万人 ≪目標値≫ ８０.５万人
（平成３２年の将来推計値） （平成３２年）

【鉄道乗降客数】
市内の鉄道乗降客数、１８５万人/日を目指します。

≪現状値≫ １７９万人/日 ≪目標値≫ １８５万人/日
（平成２４年度） （平成３２年度）

定住
人口

交流
人口
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７ 成長戦略の進め方

①推進体制
成長戦略を推進するにあたっては、以下のような体制を構築して、スピード感を持って着実な推進を図っていきます。

【全体の推進】
市役所全体で成長戦略を総合的・戦略的に推進するため、「さいたま市成長戦略本部」を設置します。
また、成長戦略の推進にあたり、必要に応じて、アドバイザー（有識者等）から助言や提案等を聴取します。

【各取組の推進】
成長戦略の各取組を企画・立案、実施するため、関係部局による７つのプロジェクトチームを設置します。

東 日 本 の 中 枢
都市構想 ＰＴ

リーダー 主管課

関係課

連携
協力

７

アドバイザー
（有識者等）

成果報告・

進捗状況等の
報告

報告に対する指
示・意見等

国際観光都市戦
略「さいたＭＩ
Ｃ Ｅ 」 Ｐ Ｔ

環境技術産業の
推 進 Ｐ Ｔ

戦略的企業誘致
と国際展開支援
ＰＴ

広 域 防 災 拠 点
都 市 づ く り
ＰＴ

（事務局）
都市経営戦略部

各ＰＴをサポート助言、提案等

医療ものづくり
都市構想 ＰＴ

スポーツ観光・
産 業 都 市 戦 略
ＰＴ

さいたま市
成長戦略本部

関係課

関係課

PTの組織

※リーダーは、ＰＴの主たる事業を所管する部長を本部長（市長）が指名する。
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民間連携主体等との
ビジョン・目標の共有

民間連携主体等
との成果の共有

②進行管理

さいたま市成長戦略に位置付けた各施策が着実に実行されているか、適宜、施策の実施状況などを点検してい
きます。

●成長戦略本部会議を適宜開催し、各ＰＴの具体的な取組の進行管理や状況変化に応じた見直しを行います。

●各施策の進捗状況などについて、適宜、市ホームページなどにおいて公表します。


